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資源調査の目的

• 市内の障がい児通所支援等を行う事業所の抱え
ている悩みや困りごと、社会資源で不足してい
ると思うことを中心に調査を行う。

• 市内の事業所での連携、情報共有等について調
査を行う。

• 調査結果を分析し、地域課題を抽出する。
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調査の対象
• 市内３５事業所（平成２７年８月１日現在）

⇒うち３０事業所 回答

（回答率 ８５％）

• 児童発達支援センター

• 児童発達支援事業所

• 放課後等デイサービス事業所

• 日中一時支援事業所
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資源調査の結果
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31%

16%

4%

37%

12%

0%

①気を付けていること・

気にかけていること（療育）

障がい特性による支援

個別支援計画の作成について

デイリープログラムの組み立て

保護者との連携、コミュニケー

ション

保育園・幼稚園・学校との連携

その他
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38%

13%10%

15%

13%

11%

0%

①気を付けていること・

気にかけていること（運営面）

事業所内の研修、職員への指導・

育成

他の福祉サービス事業所と情報の

共有

社会資源（相談先、研修会、講演

会など）の情報収集

法や制度の改正などの情報収集

事業所の体制の整備（人材確保、

資格要件など）

相談支援事業所との連携

その他
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43%

26%

7%

24%

②関心のある内容

必要と思うこと（連携）

保育園・幼稚園・学校との交流

会や連携が取れる体制の整備

相談支援機関との連携強化

専門家の派遣システム（巡回相

談など）の実施

関係機関の交流や情報交換、連

携が取れるような仕組みつくり
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28%

44%

28%

②関心のある内容

必要と思うこと（研修）

障がい特性に関する基礎的な

研修

職員の専門性を向上させるた

めの研修

法や制度の改正などがあった

ときの説明会
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障がい福祉課

子ども政策課

保育課

学校教育課

児童相談所

行政機関その他

保育園

認定子ども園

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

教育委員会

教育研究所

学童保育所（子どもの家等）

病院

医師

作業療法士

言語聴覚士

理学療法士

精神保健福祉センター

保健所

児童発達支援事業所
放課後等デイサービス事業所

居宅介護事業所

短期入所事業所

移動支援事業所
福祉サービス事業所その他

発達障害者支援センター

障がい者生活支援センター

障害者就業・生活支援センター

ハローワーク

親の会

その他
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23%

68%

9%

④他機関との連携

よくある

時々ある

ない
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21%

17%

14%8%

18%

6%

16%

0%0%

④連携する機関

保育園

幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

児童発達支援事業所

放課後等デイサービス事業所

その他福祉サービス事業所

その他
12

 

 



19 
 

64%

32%

4%

⑤サポートブック活用

いる

いない

相談されたことがある
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39%

44%

17%

⑥発達障害支援指導者

知っている

知らない

聞いたことはあるが、誰か

分からない

56％
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今後の部会の方向性（役割）

【今すぐできそうなこと】

• 人材育成やスキルアップを目的とした研修の機
会を設ける。

効果・期待

⇒春日井市全体で質的向上に繋がり、

さらに横（事業所同士）のネットワークの構築が
できるようになる。（顔の見える関係）

事業所同士のネットワークの構築

人材育成やスキルアップ
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今後の部会の方向性（役割）

【これから考えていくこと】

• 幼児期から学齢期のライフステージに応じた支
援体制の構築を検討する。

効果・期待

⇒切れ目のない支援体制の仕組みつくりをするこ
とで、他機関（園や学校等）との連携が取れる
ようになる。

ライフステージに応じた
支援体制づくり
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